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主要プロジェクト実績

自己紹介

◼ 政府のGX政策推進のための制度検討、事業伴走支援

◼ 民間企業の再生可能エネルギー、GX事業戦略策定

◼ 洋上風力発電事業者への入札支援

◼ 脱炭素領域における新ビジネス創出、戦略策定、M&A
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Sustainability
ユニットリーダー／パートナー

複数のコンサルティング企業の後、再生可能エネルギー事業会社にて
洋上風力発電事業の開発業務を経験

2017年にデロイトトーマツコンサルティングに入社後、再生可能エネル
ギーや水素をはじめとしたGX・エネルギー領域の政策策定、戦略、M&A
業務に幅広く従事

現在合同会社デロイトトーマツにて、GX、Sustainabilityの政策・戦略
コンサルティングを行うユニットを総括
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黎明期における洋上風力事業の課題

複層的に課題・リスクが顕在化してしまい、洋上風力の産業・業界にとって事業投資を慎重に
せざるを得ない環境になってしまっている

マクロ環境の急速な転換 電力需要家のニーズ 制度のアンマッチ 業界の競争環境

◼金利上昇、インフレ、資材高
が第一ラウンド（R1）以降
急速に進行、これまでの傾

向と大きくマクロ環境のトレン
ドが変わった

◼国内には洋上風力の産業が

育っていないなか、欧州の企

業に頼らざるを得ない産業
構造

◼クリーン電力に対するニーズが
十分に立ち上がっていない

◼太陽光など既存再エネと比

べて割高の洋上風力による

電力を長期で購入するイン
センティブがない

◼事業者・需要家とも将来の
GXトレンドが見えにくい中、
積極的な投資ができない

◼これまではゲームのルールが価

格重視、工期の前倒し重視
（R2以降）なものとなり、
事業者間の競争を過度に
煽るものとなっていた

◼風車メーカーやEPC事業者を
入札後に変更しにくいルール
となっていた

◼黎明期（R1やR2）は多様
な業界の企業が洋上風力に

参入を表明、一つの海域で
多いところで10以上も事業
者が過度に競争

◼優秀かつ経験値のある人材

が複数企業に分散してしま

い経験値が蓄積されにくい
構造

課題 課題 課題 課題
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◼黎明期でリスクを取って洋上風

力開発を推進している企業を次

世代の産業を担う企業として

育っていただきたい（人材、資本

の分散を解消、先駆的企業への
優遇策など）
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洋上風力の発展、事業拡大のために何が必要か？

厳しい事業環境下において洋上風力の拡大・産業化のためには制度・政策の強化が求めら
れるが、そのために洋上風力を国家として推進する意義を明確にする必要がある
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入札制度の課題改善
大規模GX事業への
公的支援策の拡充

クリーンエネルギーにおける需要の

喚起と、国家としての意義の明確化

将来の洋上風力産業を担う

日本企業の育成

◼入札時点の前提と、入札後の
事業計画とのギャップの緩和

◼風車メーカー、EPC事業者に対す
る事業者の交渉力の確保

◼特に、FID前に増大する事業者
の資金負担を軽減する支援が
重要

 資材・施工価格あがっているだけ

でなく事業の資本コストが上がり、
結果としてLCOEが上昇している

◼政府機関による多様な金融支

援の検討（投融資、補助、公
的保険など多様なスキームを

駆使）

◼環境価値のあるエネルギーへの需

要が立ち上がっていないことが民

間企業が投資を逡巡させている
最大の要因

◼継続した事業形成が見通せれば、

船舶、風車などのサプライチェーン
への投資は進んでいく

◼ カーボンプライシングなどの需要家

への施策に加え、我が国のエネル

ギー政策における再エネの意義を

改めて明確にし、政府主導で再

エネ電力の需要や意義を高める

必要（脱炭素だけでなくエネル

ギー安全保障、海洋政策の観点
からも）
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